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*2	 	 宇賀克也『地方自治法概説』第 4版・有斐閣 2011 年 127 頁以下。




































































*5	 	 蓮見音彦他編『都市政策と地域形成』東大出版（1990 年）。
*6	 	 高寄省三『地方自治の経営』学陽書房（1978 年）はしがき参照。
*7	 	 ロナルド・コース，宮沢他訳『企業・市場・法』（1992 年）第 2章参照。






















































ちあがった。1990 年 1 月に新聞は京都府と大阪府の境にあるポンポン山にゴルフ場の建設計画
があることを報じた。場所は京都市の大原野にあり，開発者は大阪の I株式会社で規模は 134ha
であった。京都と大阪の住民団体が開発反対に動き，高槻市議会が 90 年 6 月に建設反対決議を
あげた。ポンポン山は高槻市の水源にあたる。




　90 年 12 月，91 年 3 月に大阪・京都合わせて 6万人を超える反対署名が京都市に提出されるな
ど，市民団体の熱心な活動により，92 年 3 月に京都市は不許可決定を行った。この京都市の不









う）の買収費として 20 億円と記載されていた。市民団体は 5月 12 日に京都市に対し適正価格で
の買い取りを要望した。これに対し，京都市は 5月 13 日に 47 億円での買収を決定した。なお，
本件土地の所有者は名義上は別会社だが，実体は I株式会社と同一なので，以下ではすべて I株
式会社と表示する。
　47 億円と決定された根拠は 5月 13 日に京都簡裁の調停に代わる決定が採用した金額であった
が，それは京都市が依頼した不動産鑑定士による鑑定結果を根拠にしていた*13。
　簡裁の決定に対して 2週間以内に異議を申し立てれば決定は効力を失うが，京都市は異議を申
し立てなかった。その結果，京都市は I 株式会社と 47 億円の支払いを条件に和解したことに
なった。5月 21 日の市会閉会前日に 47 億円で買い取る補正予算案が提出され，会期延長の後，
26 日に可決され，27 日に簡裁決定が確定し，7月 8日に 47 億円が I 株式会社に送金された。
　1993 年 3 月 25 日に京都市の住民 4000 人が住民監査請求を行い，請求は却下された。5月 21
日，住民 3964 名が原告となり，田辺市長と I株式会社に対し 43 億円を京都市に返還することを
求める住民訴訟を提起した。請求額が 43 億円であるのは支払った 47 億円から適正と思われる土
地の価格 4億円を差し引いたからである。裁判は 8年近くかかった。








用できない。買収価格は高く見積もっても 1m2 あたり 1600 円であり，本件土地全体では 21 億
円を超えない。市長の裁量権限はこの 2倍の価格まで認められるので，この裁量権を超過した金
額分の 4億 6,892 万円を損害と認定した。京都市は大阪高裁に控訴し，損害額に納得できない原
告側も付帯控訴した*14。







































































*15		 	ここでは議論をわかりやすくするために，資本金 5億円以上または負債総額 200 億円以上の従
来型の公開会社（金融商品取引法 24 条 1 項の有価証券報告書の提出義務を負う会社）を念頭
に置いている。
*16		 	会社法 355 条。善管注意義務は会社法 330 条。なお民法 644 条に委任における受任者の善管注
意義務の規定がある。
*17		 龍田節『会社法大要』有斐閣 2007 年 90 頁。龍田は同じ義務とみている。




























































で来る観光客はあまりおらず，ふくれあがった借金は 64 億円に達し，第 3セクターはついに音
を上げた。1994 年 6 月，芦別市の市議会は第 3セクターの借金を肩代わりする補正予算を可決






を払って室内プールに来るのだろうか」という疑問があった。債務は膨らみ，2001 年 2 月に負
債総額 3261 億円で会社更生法の適用を申請した。2003 年度の宮崎県の一般会計が 6461 億円で




















更に，計画推進の中心人物であった松本市長が 91 年 2 月の岡山市長選に敗北し，新市長がチボ




での事業計画や予算の承認がすすみ，95 年 9 月 8 日に着工された。総面積は 12ha であった*23。
建設業者と契約を行ったのは，岡山県と第 3セクターのチボリ・ジャパン社であった。総事業費
457 億円のうち，負担の割合は県が 6割，倉敷市が 2割であり，民間の資金は 2割にすぎなかっ
た。当初の計画では，開業後 10 年で単年度黒字となり，23 年で累積赤字の解消を目指すとされ
た。
　1997 年 7 月に開園したときは評判となり，初年度は約 300 万人を集めたが，その後，入場者
は落ち込み，2007 年度には約 75 万人にまで減少した。
　2008 年 8 月 6 日，チボリ・ジャパンの取締役会が開かれ，公園事業の廃止と同社の解散を決
議し，12 月末で閉園した。開業後 10 年で単年度黒字になるどころか，赤字はどんどん拡大し，
累積損失は 2007 年度末で約 143 億円にものぼった*24。
*22		 鳩泰正「倉敷にもチボリはいらない」『住民と自治』1992 年 2 月号参照。
*23		 面積も中途半端であった。東京ディズニーランドは 51ha，バルケエスパーニャは 34ha ある。












るだけでも 10 年はかかるとされ，その計算の前提は毎年の入場者が 200 万人を超えなければな














　2009 年に横浜で開港 150 周年を記念して「開国博Y150」が開催された。しかし入場者は目標
の 1/4 の 124 万人にとどまり約 24 億円の赤字がでたものと推測される。主催者は横浜市などが
*25		 	実は，2002 年に事業を廃止するチャンスがあった。岡山県はチボリ・ジャパンが 45 億円の累
積赤字を抱えたときに，5 年間で 46 億円に達していた補助金を 2001 年度でうち切る予定で
あった。ところが，周囲の要望を受けて 02 年度以降も年 5億円の補助を続けることを余儀な
くされた。そのとき止めていれば，損失は 1/3 で済んでいた。
*26		 毎日新聞 1995 年８月 11 日参照。






出資する横浜開港 150 周年協会である。協会は 2010 年 3 月下旬に博報堂を代表とする JV（共同
企業体）に対して契約額の減額を求める特定調停を横浜地裁に申し立てた。理由は，入場者が集
まらなかった原因が企画自体の問題であったというのである。







堂 JVへの未払い委託料は全体の 8割を占める約 34 億円であったが，2010 年 11 月 15 日に横浜
地裁から 3割に当たる 10.3 億の債務免除を含む調停条項案が示され，博報堂 JVが応じた。横浜
市は 26 日に調停案に合意する議案を提出し可決された。調停条項では協会が固有財産から約 11
億円あまりを支払い，不足分は横浜市が協会に補助金として 12.6 億円を支出する。市は 12.6 億
円を補正予算案に盛り込んだ。
　この他にも，広告代理店アサツーディ・ケイとの間に未払委託料約 6億 1000 万円をめぐる調




　地方自治体の抱える債務の残高は 2010 年度末で 200 兆 5300 億円に達する。また 2010 年度の
財源不足は総務省の調査によると 18 兆円に達する。これは危機的な状態である。このような経







*28		 日経新聞 2010 年 5 月 10 日。






















治体の監査委員が監査を行える（地自 199 条 7 項後段，施行令 140 条の 7第 1 項）。また，地方
自治体が 50％以上出資している第 3セクターに対しては，地方自治体の長は予算執行の調査権，










　債務保証か損失補償をしている主な公社・第 3セクターの累積損失合計が 200 億円を超える自
*30		 日経新聞 2011 年 2 月 28 日。
*31		 	日経新聞 2008 年 7 月 12 日。8月 26 日の日経新聞によると，県が両公社のすべての債務を肩代
わりして分割返済していくことで，25 日に合意したとのことである。



























　これは，日経新聞が 2006 年度末に自治体が 1億円以上の債務保証か損失補償をし，累積損失













*33		 日経新聞 2008 年 8 月 24 日。
*34		 神戸市の矢田市長は，2011 年 9 月に市の住宅供給公社を破産させる方針を表明した。





　2006 年末段階で土地開発公社は全国に約 1100 もあり，保有地の簿価総額は約 4兆 5000 億円，
その面積は約 2万 ha にも達する。近畿では 2府 4 県で 130 余りの公社があり，保有地の簿価総
額は約 1兆 1000 億円である。大阪府と兵庫県は 1000 億円を超えており，両府県とも 4割以上が
10 年以上の塩漬けとなっている*36。
　神戸市の土地開発公社は 2002 年 3 月段階で資本金 2000 万円，市の債務保証額は 747 億円，保




　京阪奈の学研都市は，関西学研都市建設促進法に基づき 1994 年秋に建設が始まった。12 地区，
約 3600ha が開発予定地域で，そのうちの約 980ha を研究施設向けと想定した。しかし，2007 年




通りには進まず，けいはんなプラザを運営する「けいはんな」は 2007 年 11 月に民事再生法の適
用を申請して経営が破綻した。売却が進まない研究施設向け用地の一部は，2008 年 5 月 20 日の
精華町の都市計画審議会で宅地へ用途変更された*38。
　学研都市京都土地開発公社は，京田辺市，木津川町，精華町が共同で設立している。2004 年









*36		 日経新聞 2008 年 7 月 30 日。
*37		 神戸市の資料から。
*38		 毎日新聞 2008 年 5 月 21 日。










2	 	 安曇野菜園株式会社（2008 年 5 月以前は三郷ベジタブルという商号であった）は 2003 年 12
月 15 日に取引約定書に基づいて，あづみ農業協同組合と継続的な借り入れ契約を締結した。
元本の極度額は 2億 5000 万円であった。同日，三郷村村長代理の助役があづみ農業協同組合
との間で，安曇野菜園株式会社が同協同組合に損失を与えた場合には補償を行うとの損失補償
契約を締結した。補償の対象は滞納元本，付随する利息，損害金，その他一切の債務であった。
　安曇野菜園株式会社は 2004 年 6 月 10 日に株式会社八十二銀行と，取引約定書に基づいて継
続的借り入れ契約を締結した。同日，三郷村村長代理の助役が同銀行との間で，元金 5250 万
円を限度として同じく損失補償契約を締結した。
　安曇野菜園株式会社は 2004 年 3 月 29 日に株式会社長野銀行とも銀行取引約定書に基づき継
続的借り入れ契約を締結し，2008 年 1 月 10 日，安曇野市長は同銀行と元金 4875 万円を限度
として同じく損失補償契約を締結した。いずれも利息，損失金など一切の債務を保証するもの
である。






との違法確認の訴えを棄却した。そこで，原告は 2009 年に控訴，2010 年 8 月 30 日に東京高
等裁判所（加藤新太郎裁判長）は，安曇野市長に対し，安曇野菜園株式会社へ 2億 8552 万円
を支払うように請求せよとの判決を下した。理由は次のとおりである*41。
*40		 	群馬県林業公社は 2011 年 4 月 15 日，前橋地裁に民事再生法の適用を申請し受理されたと発表
した。負債総額は 166 億円である。民事再生法により林業公社の法的整理に踏み切る例は初め
てとのこと。日経新聞 2011 年 4 月 16 日。














　請求を怠ることの違法確認の訴えは地方自治法 242 条の 2第 1項 3号の訴えであり，怠る事
実を対象とする。怠る事実については，地方自治法 242 条 2 項の住民監査請求の期間制限は規
定されておらず，怠る事実が存在する限りは，これを制限しないこととするものと解されるが，
監査請求においては，怠る事実に係る請求権の発生原因たる当該行為のあった日又は終わった




続することにより日々発生している。このような請求権については，地方自治法 242 条 2 項の
期間制限についての前掲最高裁判決の判示はそのまま妥当しない。この場合には，実体法上の
請求権が発生し，これを行使できることになった日を基準として同項の規定を適用すべきであ














































































　本件各損失補償契約を締結した 2003 年当時，損失補償契約に財政援助制限法 3条が適用さ
れて無効になるとの裁判例はなく，行政実例上も「損失補償については，財政援助制限法 3条
の規制するところではないものと解する」（1954 年 5 月 12 日付自丁行発第 65 号自治省行政課
















ある。2004 年 4 月 1 日に本件賃貸借契約が締結され，その後 2回変更契約が締結された。
　2004 年 4 月 1 日には「管理運営業務委託契約」が締結され，2008 年 3 月 1 日には，「安曇野
市三郷トマト栽培施設指定管理者基本協定書」が交わされ，前記管理運営業務委託契約は解約
された。そうすると，本件施設については，2003 年法律第 81 号による地方自治法の一部を改
正する法律により導入された同法 244 条の 2 第 3 項による公の施設の指定管理者制度が 2004










　高裁判決後，安曇野市は直ちに上告申立てを市議会に提案し，2010 年 9 月 8 日，上告申立
が市議会で可決され，市は上告した。ところが，2011 年 2 月になって，安曇野市は上告を取
り下げた。安曇野菜園（三郷ベジタブル）の手がけてきた事業を東証 1部のエア・ウォーター
に売却し，借金を自力返済できる可能性が出てきたためである*45。







ス面積 5ha という大規模なもので，従業員も 200 名もいた。簡単にはつぶせない。そこに，
2011 年になって大阪の株式会社エア・ウォーターが買収を申し入れてきた。買い取り価格は



















　地方財政法 33 条の 5の 7に，「公営企業の廃止等に係る地方債の特例」について規定されて




























2	 	 滋賀県は 1965 年度に滋賀県造林公社を設立し，1972 年度までに 7116ha の造林事業を行っ
た。1973 年度には県単独でびわ湖造林公社を設立し，1989 年度までに 1万 2507ha の造林事
業を行った。その後，この 2つの造林公社の債務は増加し，併せて約 1000 億円の累積債務を
抱えるまでに至った。滋賀県は両公社の債務につき損失補償をしており，2008 年 9 月 8 日に
損失が確定することになっていた。2007 年 11 月 12 日に滋賀県造林公社が大阪地裁に特定調
停を申し立て，15 日にはびわ湖造林公社が大阪地裁に特定調停を申し立てた。
　2008 年 6 月 23 日になって農林漁業金融公庫（現日本政策金融公庫）に対して 2公社が負っ
ている債務を県が肩代わりし，2公社は県に分割返済するとの合意が成立した。両公社の農林










し，2008 年 10 月の調停を最後に交渉は中断した。
　県の負担の仕方についても批判が出され，同年 10 月以降，県議会に造林公社問題対策特別
委員会が設置され，第 3者機関として造林公社問題検証委員会（委員長・真山達志同志社大学
教授）も設置された。同委員会は，2009 年 9 月に，国や旧農林漁業金融公庫の責任を指摘す
る報告書を提出した。
　滋賀県は滋賀県造林公社の約 400 億円にのぼる債務につき，債権者である大阪府や兵庫県な
ど 9つの自治体に債権放棄を要請していたが（滋賀県以外を下流 8団体という），2010 年 11
月から特定調停の協議が再開され，2011 年 1 月 20 日，滋賀県と下流 8団体との間で債権放棄
で合意した。滋賀県の放棄額は約 156 億円（放棄率 75.3％），兵庫県が 8.9 億円で（82.2％），
大阪市と大阪府が同額で 67.6 億円で（91.5％），阪神水道企業団が 11.9 億円で（91.5％），尼崎
市，神戸市，伊丹市，西宮市もそれぞれ 91.5％を放棄した。こうして造林公社をめぐる全国で
初めての特定調停が 3月 30 日に大阪地裁で成立した*48。
　公社は残された約 68 億円の債務を今後弁済していくわけだが，それを造林の伐採収益から





　2011 年 7 月 19 日，滋賀県の二つの造林公社は，経営方針を検討する造林公社経営計画検討
委員会（委員長・栗山浩一京都大学大学院教授）に対して，2011 年度中に両公社を統合する
案を示した。公益法人改革に対応するためとしている。社団法人の県造林公社が財団法人のび




























































































流を深め，90 年 5 月，オクラホマ州立大学京都校が亀岡市に開校した。経営主体は亀岡市が
資本金の 50％近くを出資する第 3セクターの亀岡都市文化開発機構（KUD）であった*52。89
年から学生の募集を始めたが，定員 225 人に対して，集まったのは 90 年 154 人，91 年 82 人，
92 年 51 人，93 年 45 人，94 年 50 人であった。そのため設立時にKUDが借り入れた 20 億円
の負債は 13 億円が残ったままとなった。91 年 6 月，亀岡市（谷口義久市長）は「亀岡国際広
場球技場」を作るため，市が誘致したオクラホマ州立大学京都校の多目的グラウンドや駐車場，
テニスコート，トイレなどを 6億 5400 万円で購入したが，これらの施設の所在する土地の所
有権の移転は行わず，KUD等に土地の賃貸料を支払っていた。
　91 年，住民から市長とKUDに対して，これらの施設の購入はKUDへの助成のための偽装
売買で違法な公金支出であるとして損害賠償請求が提起された。94 年 12 月，京都地裁は「売
買契約は無効である」として市長等に損害賠償など 6億 5400 万円を亀岡市に支払うよう命令
した。市長は控訴した*53。その後，95 年 1月に行われた亀岡市長選挙において谷口氏は安定し
た票を集め 5選をはたした。この経過をみると，亀岡では首長の政策判断の誤りが選挙にあま









*53		 京都地裁 94 年 12 月 19 日判決，朝日新聞 12 月 20 日朝刊。








































































































































































の手段によって，その是正を計る道がある。（地方自治法 232 の 2，242，242 の 2 条）しかし，





*64		 阿部泰隆『行政の法システム』（1992 年）15，57 頁以下参照。
*65		 	神戸のポートピアランドは 1981 年の開園当時は阪急東宝グループ（当時）が営業していたが
1995 年の阪神・淡路大震災による休園後の入場者の減少や経済不況などにより，同社が撤退し
たため，神戸市が施設を無償で譲受け第 3セクターによって営業を継続した。しかし入場者は
増えず 2006 年 3 月に閉園した。
*66		 	第 3 セクターが抱える問題点にいては，拙稿「地方自治体による資金援助と公共性」神戸外大
論叢 46 巻 1 号，2号（1995 年）参照。
*67		 	84 年 4 月から 89 年 4 月の間に開学した私立の中で自治体から 20 億円以上の寄付を受けた大学























に民営化された地方公営事業は 100 件を超えた。水道では Jパワー（旧電源開発）やフランス
の水道事業大手のヴェオリア・ウォーターが事業の受託や取得に動いていると報道されてい
る*68。
　公営ガスについては，2000 年頃から民営化が本格化し，約 30 の自治体が民間企業に事業譲
渡をした。日経新聞 2008 年 8 月 21 日によると表のようになる。
　仙台の市ガスは，仙台市を含む宮城県内 3市 3 町の 36 万件にガスを供給する国内最大の公
営ガス事業者で，仙台市ガス局が運営している。2006 年度の売上高は 298 億円，職員数は約





2006 年度に民営化または民間に譲渡された公営企業は 23 件である。2007 年度には 4月 1日だ




　2004 年から 2008 年の民間譲渡件数を事業別にみると，介護サービスが最も多くて 49 件，





















*69		 以上の記述はすべて日経新聞 2008 年 8 月 21 日による。
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自治体 譲渡先 譲渡時期 売却額・億円
兵庫県・旧城崎町 大阪ガス 2004 年 10 月 　6.3
長野県 東京ガスなど 2005 年 4 月 110
新潟県・燕市 石油資源開発 2005 年 6 月 	 42.2
千葉県・四街道市 千葉ガス 2006 年 4 月 	 25.6
福井県・越前市 関西電力など 2006 年 10 月 	 36.6
三重県・桑名市 東邦ガス 2008 年 4 月 	 40




















　京都府は 2008 年 2 月議会に 30 号議案として，丹後あじわいの郷の無償貸与を提案した。丹





































































　「週刊ダイヤモンド」2007 年 12 月 15 日号によれば，2006 年 3 月末現在で，債務超過額が
大きい第 3セクターの鉄道は以下のとおりである*73。
	 	 東葉高速鉄道	 	 	 	 	 	 522 億 374 万円
	 	 千葉都市モノレール	 	 	 196 億 3796 万円
	 	 北総鉄道	 	 	 	 	 	 	 	 	116 億 817 万円（ただし 2000－2009 年度はすべて単年度黒字で
ある）
	 	 横浜新都市交通	 	 	 	 	 	36 億 5168 万円（2002－2009 年度はすべて単年度黒字であり，09
年 3 月段階での債務超過は 21 億 1,713 万円に減っている）
	 	 多摩都市モノレール	 	 	 22 億 7944 万円（2008－2009 年度は単年度黒字である）
	 	 信楽高原鐵道	 	 	 	 	 	 13 億 4552 万円（既存の路線を引き継いだ鉄道では最も多い）
*70		 581 億円を投入した「私のしごと館」は雇用保険料を財源としていた。
*71		 	2001 年 12 月に閣議決定で廃止された全国 13 カ所のグリーンピアには 1953 億円の年金保険料
が投じられたが，民間等への譲渡で回収できた金額は約 48 億円にすぎなかった。1900 億円を
超える金が泡と消えた。
*72		 財団法人丹後あじわいの郷の現在の理事長は小石原範和氏で前京都府副知事である。
*73		 ウィキペディア「第三セクター鉄道」2011 年 8 月 8 日閲覧による。
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京都府立大学学術報告「公共政策」第 3号
	 	 名古屋ガイドウェイバス	 10 億 233 万円














1993 年度に 303 万人だった利用客は，2009 年度には 199 万人にまで減少した。競合する舞鶴
若狭自動車道が 2010 年 6 月から一時的に無料になったので，これも大きく影響した。
　近畿には他にも第 3セクターの鉄道がある。兵庫県の三木鉄道は 2008 年に鉄道事業を廃止
した。滋賀県の信楽高原鉄道は 2009 年度に 2954 万円の赤字を計上した。兵庫県の北条鉄道は




えた。堺市は 2010 年 6 月，10 年間で総額 50 億円の支援を表明した。しかし，乗客数を確保
できない場合には支援をうち切らざるを得ない。
　兵庫県でも神戸市と三木市，小野市を結ぶ神戸電鉄の粟生線（29.2km）が存続の危機に
たっている。ピーク時の 1992 年には輸送人員が 1420 万人だったが 2009 年度には 693 万人ま
で落ち込んだ。道路が整備され，マイカーや高速の通勤バスと競合するためである。同社や沿
線の自治体が兵庫県に支援を求めているが，県は慎重な姿勢である*75。というのも，兵庫県の
実質公債費比率は 2009 年度決算で 20.7％にも達しており，徳島県や北海道と並んで 20％台だ
からである。早期健全化基準の 25％を超えると国からの指導が入ることになる。ちなみに，
京都府は 11.7％，大阪府は 17.2％である。




　北近畿タンゴ鉄道KTRは今後も存続させられるのだろうか。2009 年 4 月から 10 年 3 月の
決算を見ると，総輸送人員が 199.4 万人で旅客運賃収入が 9.4 億円（前期比 8.4％減），営業損
失が 8億円である。これを関係自治体で穴埋めしているが，京都府の負担がもっとも大きい。
ちなみに京都市の市営地下鉄（直営）の 2010 年度の赤字が 85 億円というのと比べると 5億円
の負担は小さく見えるが，問題は額だけではない。





















　しかし，第 3セクターの歴史は苦難の連続だった。苫小牧東部開発株式会社は 1999 年に債
務超過で経営が破綻し，2000 年に後継会社として株式会社苫東が設立され，北海道庁役員が
代表者に就任して現在にいたっている。
　むつ小川原開発会社は，1971 年 8 月に公表された開発対象区域が陸奥湾沿岸を除いた 1万



















か。もちろん，10 章 3 節で述べたことを前提としてである。
2	 	 神戸市の行財政改革
　神戸市は 1995 年 7 月に行財政改善緊急 3カ年計画に取り組んで以降，積極的に行財政改革
をすすめ，現在は 2003 年 12 月に策定された行政経営方針（2004～2010 年度）にしたがって
改善を進めてきた。職員定数の見直し，給与等の削減，事務事業の再構築，実質市債残高の削
減などが主要な内容であるが，同時に民間活力の導入，外郭団体の見直しを進めてきた。その
結果，1995 度には 64 団体もあった外郭団体は 2010 年度までに 20 団体が削減された。
　さらに，2011 年 1月には「神戸市外郭団体経営検討委員会」から提言が発表された*76。この
委員会は，2009 年 9 月から神戸市の外郭団体全 46 団体を検証して，次のように提言した。な
お，対象となる外郭団体は，神戸市が 25％以上を出資または出捐する法人のほか，市と人的
または資金的および業務的に密接な関係を有する法人である。その形態は，株式会社が 20，












30 団体においてもその数は 14 事業もあった。またもっとも多くつけられた B評価も「2011











































（2011 年 8 月 22 日受理）
（おおしま	かずお　公共政策学部公共政策学科教授）
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